
27オ ー ス トラ リア にお け る 日本 研 究

疋 田 正 博(シ ー ・デ ィー ・ア イ)

(1)歴 史的概観

オース トラリアの日本研究の始まりは非常に古 く、最 も伝統のあるシドニー大学に東洋学

科が創設され、その主任教授にジェームズ ・マー ドックが就任 した1918年 にさかのぼる。マ

ー ドックは夏 目漱石の大学予備門時代の英語の先生である。赴任 した時すでに高齢であった

が4年 後 に亡 くなった。

マー ドックの次にシドニー大学の東洋学科の主任教授 に任命 されたのはA・L・ サ ドラー

で、彼 も日本の第六高等学校や学習院で英語の教授をしたあと渡豪 したものであった。彼 は

1922年 から25年間在職 し、ほとんどひ とりで日本語、 日本文学、 日本史を教 えていた。

シドニー大学以外では、クイーンズラン ド大学で1939年 から42年 まで清田龍之助教授が 日

本学科を主宰していた。

1950年 の東洋学科 は中国研究が主流で、各大学は東洋学科の主任教授 に中国学者 をあてて

いた。1955年 に、シ ドニー大学の第4代 東洋学主任教授 となったA・R・ デー ビス教授 は、

中国学者であったが、 日本語、日本文学についても理解が深 く、日本研究の再開 と充実に努

力 した。

1960年 代 に入って、日豪関係の進展 を背景 として、新設 されたオース トラリア国立大学

(ANU)と モナシュ大学(メ ルボルン)で は日本語 ・日本研究が開始され、クイーンズラン

ド大学で はそれが再開された。ANUに は、アン トニー ・アル フォンソ、モナシュ大学 に

は、J・V・ ネゥス トプニー、クイーンズランド大学 にはアクロイ ドといったそうそうたる

教授がラインアップしたのが、1960年 代の後半の状況である。1965年 にはほとんどゼロに近

かった日本語の学習者が、1969年 には、大学生462人 、高校生1111人 に急増した。

1970年 代に入 ると日豪関係がいっそう進展し、 とくに英国がECに 加盟(1973年)し て以

来、オース トラリア国民の目は英連邦諸国から、アジア太平洋諸国へ、 とりわけ英国よりも

貿易額が大 きくなって きた日本へ と向 くようになった。中等学校における日本語学習者は、

1969年 か ら1年 におよそ1000人 ずつふえ続 け、1983年 にはおよそ1万5000人 となった。また

1984年 現在、全オース トラリアで67あ る高等教育機関(う ち総合大学 は19)の うち、17(う

ち総合大学 は13)で 、日本語教育の講座が開かれ、1158人 の学生がいる。

近年オース トラリアにおける日本研究は、 シドニー大学のデー ビス教授の死去、クイーン

ズランド大学のアクロイ ド教授の退職、ANUの クロフォー ド教授の死去、などによる世代

交代 と、実力派教授の海外流出、例 えばモナシュ大学にいたH・ ボライソ博士のハーバー ド
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赴任、R・ ボーウィン博士のケンブ リッジ赴任、ANUに いたJ・A・A・ ス トックウィン

博士のオックスフォー ド大学 日本学研究所赴任、E・ クローカウ博士の(シ ドニー大学を経

ての)シ ンガポール大学赴任、西オース トラリア大学にいたカイザー博士のロンドン大学赴

任、あるいは国内における異動、た とえばグ リフィス大学にいたアラン ・リックス博士のク

イーンズラン ド大学赴任、あるいは海外か らの赴任、た とえば西 オース トラ リア大学への

T・ タカヤマ教授の赴任などによって大 きく地図がぬりかえられつつある。

(2)現 状

ア 大学

前述 したように67の 大学(総 合大学は19)の うち17(総 合大学では13)の 大学 に、日本語

習得のコースが設 けられている。そのコースが文学部東洋学科の中に入っているシドニー大

学のような古典的な例 もあるし、経済学部の中に入っていて、学生が経済学を専攻 しながら

日本語を学ぶ ことができる西オース トラリア大学のような例がある。あるいは、超学部的な

語学訓練センターをもうけ、そこで日本語習得を行 うアデレー ド大学アジア研究センターの

ような例がある。組織的には異なっているが、そのコースを履修 しようとす る学生にとって

は、大差 はない。オース トラリアの大学 は3年 で卒業だが前述のような日本語習得のコース

を履修す るとすれ ば3年 間、週5～8時 間(週 の授業 の3分 の1程 度)の 授業をうけ・

中 ・上級のレベルに達し終業する。いくつかの大学ではオナース ・ディグリー(優 等学士)

の制度があ り、それを目ざすものはあと1年 さらに研鑚を積む。オナースへ進む者 はご くわ

ずかである。

日本研究は、 こうした日本語講摩 の教師が中心 となって行 うわけであるが、それ以外のさ

まざまの学科にも、日本研究 を専門 とす る人がいる。例 えばシ ドニー大学では、日本学科の

ほか政治学、人類学、教育学、建築学、音楽、芸術の各学科に最低1人 は、 日本を専門 とす

る研究者がいる。 またANUで も、アジア研究学部(ア ジア研究で学部をもっているのはこ

のANUだ けである)のJapanCentre(ほ かにChinaCentre,SouthAsianCentreな どが並

んでいる)以 外 に、教養学部政治学科、経済学部経済史学科、大学院(ResearchSchoolof

PacificStudies)の 極東歴史学科、国際関係学科、太平洋東南アジア歴史学科などに、日本

を専門 とする研究者がいた(近 年の研究者の大量の異動で多少事情が変わってきているが)。

日本学科を持たない大学でも、さまざまの学問から、日本を対象 とす る研究を行っている

研究者がいても不思議ではないOラ トローブ大学(メ ルボルン)の 社会学部 には、杉本良夫

教授が、ニューサウスウェールズ大学(シ ドニー)の 商学部 には、J・T・ ヤマグチ教授

が、それぞれの専門か ら、日本研究を行っている。

シ ドニー大学、ANU、 モナシュ大学、 クイーンズランド大学など7校 では、小規模なが

ら、大学院が付設 されている。

イ 研究所

オース トラリアの日本研究では、2つ の性質の異なる研究所が、それぞれ活発な活動を行

っている。
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27オ ー ス トラ リアにおける 日本研 究

第1は 、キャンベラのANUの 中にあるAustralia-JapanResearchCentre(豪 日研究セ

ンター)で 、組織的には、ANUの 大学院(ResearchSchoolofPacificStudies)に 所属す

るひ とつの研究組織 と位置づけられているが、他の大学の教授 を半数含む研究委員会を も

ち、オース トラリア政府および財界 と日本政府および財界から提供された独自の潤沢 な基金

をもった、大学か ら相対的に独立 したひ とつの研究所 としての性格 ももっている。所長はピ

ーター ・ドライスデイルで研究員が1名 、研究助手数名、事務局長1名 、スタッフ数名の小

さな組織である。 この研究所が開設 されたのは、1972年 であるが、独 自の財政基盤 を持 った

のは、1980年 日本の大平首相がオース トラリアのフレーザー首相に、日豪経済関係の研究 と

交流の強化のために基金 を提供 したいと申し入れてか らのことである。

研究所の活動 としては、講演会や研究集会の開催(1984年 には講演会を12回 開催 し、研究

集会を2回 、農業保護 に関するものと、豪 日サービス業通商に関するものを開催 している)、

それ ら講演会や研究集会 の成果などの出版("PacificEconomicPapers"と いうパンフレッ

トの発行 は、1984年 には10冊 で、すでに120冊 をこえている。書籍 は自主出版 しているもの

が数冊、出版社を通 じて出 しているものが数冊ある)、国内外からの客員研究員の受 け入れ

(1984年 には7人 が ここに籍 をおいていた)、ANU内 外の大学院生、学部学生 の受け入 れ

(1984年 には12人 が ここに籍 を置いていた)、 オース トラリアの太平洋政策などに関する研究

集会事務局の運営(豪 日基金や国際交流基金、日本大使館な どからの受託にもとつ く)、な

どである。

第2は 、メルボルンのモナシュ大学の敷地の中に設置 されているJapaneseStudiesCen-

treで ある。 この研究所は、ビク トリア州で、日本研究および 日本語教育にあたっているモ

ナシュ大学、メルボルン大学、ラトローブ大学、スウィンバン工科大学などの研究者 ・教員

が研究交流拠点 として、1981年 につ くった もので、創設 に関 して は日本万国博覧会基金か

ら、建物 の建築 に関してはトヨタ財団からの助成金 を受けた。所長はラ トローブ大学のJ・

V・ ネゥス トプニー、副理事長 はメルボルン大学のレス ・オーツである。

活動 としては、講習会の開催(年 に4回 程度、「日本研究の新 しい展望」とい う題で行わ

れている)、特別講演会の開催、 日本映画祭の開催、研究集会の開催、日本 に関す る夏期講

習の実施、出版 などがある。

出版活動の中心は"PapersoftheJapaneseStudiesCentre"の シリーズである。 これは、

講演会、特別講演会の講演を論文にしたもので、内容 は日本の文化、社会、産業、政治を広

く扱ってお り、すでに13冊 が出ている。このほか、"JapaneseLanguageSeries""Working

PapersoftheJapaneseStudiesCentre"と いった、日本語研究、日本語教育関係の出版 シリ

ーズもある。

このような活動をしているが、 この研究所には常勤のスタッフや図書室などが整っておら

ず、今後の充実 とそのための経済的基盤の形成が課題 となっている。

ウ 研究者

国際交流基金のオース トラリア日本研究者のダイレク トリー(1983年 版)の 、専門分野別

索引には、151人 の研究者が収録 されているが、そのうち一番人数が多いのが、言語学33人

325



(22%)、 次 い で 経 済 学32人(21%)、 文 学22人(15%)、 歴 史 学21人(14%)、 社 会 学13人

(9%)、 芸 術10人(7%)、 政 治 学8人(5%)、 地 理学3人 、人i類学3人 、法学3人 、教育

学2人 、哲学1人 とい う順 になってい る。言語学 ・文学が や は り多 いけれ ども、 日本研 究が

未発達 の国々 よ りその比率 は低 く、歴 史学 ・芸術 な どの比率 は、 日本研究 が古 くか ら発 達 し

てい る国々 よ り低 く、社会科 学 の比 率が 高 い ようであ る。(第2章 の表II-13参 照)。 この こ

とは、 オ ース トラ リア と日本 の学問 的関心 も、現代 の 日本社会 に向い てい るこ とを反映 して

い る。

研究者 の出身 な どを見 る と、英国、米 国の大学 の出身者が多 い。歴史 的概観 の最後 に述 べ

た ような、 オース トラ リアの 日本 研究者 の英国、米 国、 その他 の英語圏諸 国への異動 の背景

に は、 も ともと彼 らが、英 国、米国 の大学 の出身者 で ある とい う事情 もある。 しか し、若 い

研究者 にはオ ース トラ リアの大 学 の出身者 も増 えて きてお り、 モナ シュ大学 の助 教授か らハ

ーバ ー ド大学教授 に転 出 したH・ ボライ ソも出身 はメル ボル ン大 学で あ り
、 日産 の寄付 で新

設 され たオ ックス フ ォー ド大 学 日本 研究 所 の所 長就任 のためANUか ら転 出 したJ・A・

A・ ス トックウ ィンもオ ックス フォー ド大学 卒業 であ るが、PhDを 取 得 したの はANUで

あ り、ANUで 長 く日本 の政 治 を講 じてい た。 こうした ことを考 え合 わせ る と、世界 の 日本

研究 のなか に、 厂英語圏 日本研究 マ ーケ ッ ト」 とい う ものが確 か に存在 してい て、 オー ス ト

ラ リア はその ひ とつ を構 成 してい る。 しか も、英米 の主 要 なポス トに人 を送 ってい る事実 か

ら、か な り良質 な部分 を構成 してい る、 とい うこ とが で きるで あ ろう。

研 究者 の待 遇 について は、発展途上 国 とちが って副業 に忙 殺 される こ ともな く、恵 まれた

条件 で研究 して いる、 とい う ことがで きるであ ろ うが、1976年 か ら1984年 迄 は大 学の予算 が

削減 され続 け、1985年 にな って よ うや く削減 は止 まったが、実質 的に はこの10年 間 に低下 し

た こ とになる。 この こ とも、近 年 よ り報酬 の高 いポ ス トへ移 りた い と、研 究者 たち に思 わ

せ、大 量 の異動 を生 みだ した原因 のひ とつ と考 える ことがで きよ う。

工 学会

日本研 究 は、 アジア研究 の一部 であ り、研究者 は1976年 にで きたAsianStudiesAssocia-

tionofAustraliaに 所 属 す るこ とにな って いた。 しか し、 日本 研究 が さか んにな り、 日本語

学 習者 が増 大 す るにつ れ て、独 自 の学会 を持 つ必 要 が 感 じ られ 出 した。1978年 のAsian

StudiesAssociationofAustraliaの 総 会 がニ ューサ ウスウ ェール ズ大学 で開か れた時、 シ ド

ニー大 学人類学部 のW・ ニ ュー ウェル教 授(現 在香 港大学社会 学部教授)が
、 日本研 究者 た

ちに呼 びか けて、JapaneseStudiesAssociationofAustralia-JSAAを 結 成す る ことになっ

た。全 オー ス トラ リアか ら70人 の 研究者 が呼 びか けに応 じた。 役員が選 出 され会長 にはモ ナ

シュ大学 のH・ ボ ライ ソ(現 在ハ ーバ ー ド大 学)、 事務局 長 に はANUの ア ラ ン ・リックス

(現 在 クイー ンズラ ン ド大学)、 理事 に はANUのH・ カ ッケ ンブ ッシュ、 タスマニア大学 の

M・ コー ル ドレイ ク、ANUのJ・A・A・ ス トツクウ イン(現 在 オ ツクス フ ォー ド大学)、

アデレイ ド大学 のス テフ ァン ・ラー ジ、西 オー ス トラ リア大学 の ラダ ・クリシュナ ンが選 ば

れ た。

JASSの 目的 は、オー ス トラ リアにお ける日本研究 と、 オース トラ リアの教育機 関 にお け
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る日本語学習の指導を振興することである、 とされた。そのためには、広大な豪州大陸に拡

散 している関係者が まず一堂に会することが必要である。JASSの 創立総会が1980年5月15

日～17日 、キャンベラのANUで 開催 されることになった。国際交流基金がそれに補助金を

出す ことになった。当日、社会、歴史、文学、言語、 日本語の五部門にわたって400人 にの

ぼる参加者が集まった。過半数はハイスクールの日本語教師 と大学生で、専門の研究者は約

150人 であった。ニュージーランド、米国、日本からも参加者があった。

創立総会では、ラ トローブ大学の杉本良夫 とグリフィス大学のロス ・マオアが特別 シンポ

ジゥム 「AltemativeModelesinJapaneseSociety(日 本社会を理解するための代替モデル

を考える)」 を企画 し、それに日本か ら上智大学の綿貫譲治、都立大学 の河村望、東京女子

大の松沢哲成、スタンフォー ド大学のハル ミ ・ベフが参加 した。 このシンポジウムで、杉本

とマオアがたたき台 として提出した報告書 は、日本人の特殊性 を強調するそれまでの日本人

論の方法論を批判 し、そのイデオロギー的役割を指摘したもので、活発な議論 を生み、大 き

な反響 をよびおこした。

JASSの 総会 は隔年、AsianStudiesAssociationofAustraliaの 総会(隔 年)の ない年に

行われることになってお り、1985年 の第4回 の総会 は、メルボルンのグレン ・カレッジとラ

トローブ大学を会場 として行われた。 日本か らは、色川大吉、河村望、粉川哲夫、松沢哲

成、多田道太郎、上野千鶴子が参加 した。

JASSの 会長 はアラン ・リックスか らガバン ・マコーマツク(ラ トローブ大学教授)へ 引

き継がれ、事務局長は引 き続 き、ロス ・マオア(グ リフィス大学教授)が 務めることになっ

た◎

この学会における報告のテーマから、現在のオース トラリアにおける日本研究の傾向と問

題意識 をうかがうことにしよう。(○ は日本からの招待参加者)

○粉川哲夫 「日本の大衆文化 における新潮流 『ミニFM』 は通俗文化 にすぎないか」

○多田道太郎 「大阪マンザイ論」

●ハロル ド・ボライン 「徳川時代の相撲」

○河村 望 「近代化概念の再検討」

●ヨハ ン ・アーナソン 「近代理論 と日本の経験」

●イアン ・インクスター 「明治、その隠 された局面1868-85年 代 における利害の衝

突、その処置、および産業化計画」

○上野千鶴子 「日本の女性運動 男なみ解放か ら女なみ解放へ」

●マー ク ・モリス 「知識人 と人殺 し:佐 川事件」

●スーザン ・マオア 「日本、オース トラリア、アメリカの雑誌にみる性差による役割のイ

メー ジの交差文化的研究」

●J・V・ ネゥス トプニー 「HSCの ための場面的シラバス」

●尾崎明人 「イマジネーションプログラム:日 本の教育SocialTopicSyllabusの 試み」

●マーガ レット・エバ ンス 「クイーンズランド州におけるカリキュラムの新 しい展開 と学

生交換についてのイニシアチブ」
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● ピーターbウ イリアムス 「キモノ 高校生のための通 じる日本語コース」

○色川大吉 厂日本の民衆運動の特徴について」

●スティーブ ・ラージ 「戦後 日本の平和運動における仏教社会主義、妹尾義郎の横顔」

○松沢哲成 「寄せ場 と日雇労働者の闘い」

●田中利幸 「高度技術社会の原発ジプシー」

●J・V・ ネゥス トプニー 「プロジェク ト・豪日コンタク ト場面 におけるインターアクシ

ョンについて」

●アリナ ・スクータ リデス 「日豪接触場面 における`ForeignerTalk'」

●ヘレン ・マ リオット 「豪日ビジネス接触場面 に於けるエチケット」

●ロビン ・スペ ンスブラウン 厂家庭内の実質行動 とインターアクション:ロ ータリーの在

豪日本人交換留学生の場合」

●浅岡高子 「日本におけるオース トラリア人の旅行者の問題点」

●青山友子 「女流の描いた男性同性愛」

●シュアン ・クウェック 厂日本の手話:も う一つ の日本語」

● リース ・モー トン 「日本の精神:草 野心平の 『富士山』における戦時中の日本観」

●クリスティーナ ・ネイラー 「日蓮の主張を評価するに当っての史的正確 さの重要性」

●デビッド・エジソン 「オース トラリアにおける日本 の総合商社」

●ブルネン ドラ ・ジェイン 「日本における政府間対立一一住宅政策を中心 として 」

● ヒュー ・クラーク 「ヤポネシアと黒潮 と日本人論」

●ウィリアム ・ニューウェル 厂南琉球における家系問題」

●永田由利子 「ラブデー収容所の日本人たち」

●サン ドラ ・バ ックレイ 厂優生保護法改正 女性問題 とだけ言っていられるか」

●ヴェラ ・マッキー 「売春観光の歴史的背景」

●フランク ・フォーリー 「学術的な日本観、マスメディア とオース トラリアの日本理解」

●J・V・ ネゥス トプニー 厂海外での日本の紹介=特 に二つの問題 について」

●ジェン ・ウィリアムソンフィェン 「高校歴史教科書にみる日本 と日本人」

(3)課 題 と展望

オース トラリアの日本研究 は、古い歴史 をもっているが、実質的展開は、 ここ20年の間で

ある。オース トラリアは、英語圏 日本研究マーケットの うちに未開拓ながらはじめから組み

込まれていたので、それが急に開拓され ることになって も、発展途上国のような足踏み も経

験せず、逆に古いタイプのジャパノロジーにも足をとられずに、長足の進歩をとげることが

できた。

現在、オース トラリアの日本研究の地図が塗 りかえられつつあることは、すでに述べた。

英語圏 日本研究マーケッ トの未開拓部分を、比較的短期 日に開拓 した長老たちがいな くな

り、大き く育て られた各研究者が、英国、米国などに拡散していった。 このことは英語圏日

本研究マーケッ トに新 しい風を吹 き込む ことになるのであろう。いっぽうオース トラリアで
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は新たな実力派研究者が育って くるであろう。そのためには、 しかし、ある一つの条件が重

要である。それ は、予算である。従来先進国の中でも比較的恵まれていたオース トラリアの

大学教育予算全体が、この10年 間、削減 と停滞、実際には目べ りが続いているといわれてい

る。 この事態は改善 されなければならない。これ はしかし、日本の手だしできない、オース

トラリア自身の問題である。

オース トラリアの日本研究 は今後2つ の極を軸 として動いて行 くのではないか と思われ

る。一つはキャンベラANUの 「豪日研究センター」(ピ ーター ・ドライスデイル所長)で 、

もう一つはメルボルンのモナシュ大学キャンパスにある 「日本研究センター」(杉 本良夫所

長)で ある。前者 は豪日両政府 とのつなが りも深 く、制度的にも保証され、潤沢 な資金があ

る。若い内外の研究者をかかえてお く力 もある。後者 は制度的基盤 も財政的にも脆弱である

が、にもかかわらず研究者の志気は高 く、生産性 も高い。日本国内の研究者 に対抗してで も

日本社会をより鋭 く、解読 しよう、解剖 しようという気概がある。そのため、日本を単純 に

きれいごとで扱わず、その中に含まれている多様性や矛盾に着 目しようとする。それが時 と

して、日本政府の出先機関の、日本文化宣伝的発想 と衝突するであろうことは十分想像でき

る。日本政府の出先機関が、メルボルンを中心 とする動 きについて誤解 し、毛嫌 いし、その

足 を引っぱる可能性が、不安として、ある。

オース トラリア大陸 はあまりに広大であり、その広さが、国内外のコミュニケーションま

でも阻害 してしまう。「距離の暴虐」(ジ ェフリィ ・ブレイニィ)の ために、オース トラリア

国内で、 日本研究の格差が広がる可能性がある。 シドニー、キャンベラ、メルボルンは近い

ので、おのず と相互に刺激も連絡 もあるが、それ以外の都市、例 えば西オース トラリア州の

州都であるパースにまで、それが及ぼないきらいがある。国内の日本研究者 の交流を活発 に

すること、そのために学会の活動をさかんにすることが必要である。2年 に1度 の総会にで

きるだけ多 くの日本研究者が遠 くから集まり、一堂に会することができるよう、強力な応援

が必要である。
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